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（平成20年４月１日～平成21年３月31日）
（単位：円）

区 分 金 額

Ò 材料費 7¶700¶548¶885

Ó 労務費 33¶252¶466¶222

Ô 経 費 19¶635¶398¶115

（外注加工費） (618¶034¶527)

（減価償却費） (7¶576¶426¶376)

当期総製造費用 60¶588¶413¶222

半製品期首たな卸高 3¶402¶845¶852

仕掛品期首たな卸高 4¶966¶076¶518

合 計 68¶957¶335¶592

半製品期末たな卸高 2¶697¶832¶946

仕掛品期末たな卸高 6¶241¶813¶064

他勘定振替高 4¶223¶507¶172

当期製品製造原価 55¶794¶182¶410

キャッシュ・フロー計算書
EEEEEEEEEEEEEE

（平成20年４月１日～平成21年３月31日）
（単位：円）

項 目 金 額

Ò 業務活動によるキャッシュ・フロー
原材料購入による支出 � 8¶195¶467¶713

人件費支出 � 44¶304¶070¶426

その他の業務支出 � 14¶739¶921¶599

製品売上収入 67¶746¶023¶599

公広告料収入 6¶521¶163¶786

その他の収入 8¶624¶555¶325

小 計 15¶652¶282¶972

利益の処分に関する書類
EEEEEEEEEEEEEE

（単位：円）

科 目 金 額

Ò 当期未処分利益 8¶430¶522¶659

当期総利益 8¶430¶522¶659

Ó 利益処分額
積立金 8¶430¶522¶659 8¶430¶522¶659

~ 当期の利益処分後の積立金額8¶430¶522¶659円のうち、独立行政法人国立印刷局法（平成14年法
律第41号）第15条第１項に規定する国庫納付相当額は、3¶170百万円です。

行政サービス実施コスト計算書
EEEEEEEEEEEEEEE

（平成20年４月１日～平成21年３月31日）
（単位：円）

項 目 金 額

Ò 業務費用
\ 損益計算書上の費用
売上原価 56¶471¶291¶272

販売費及び一般管理費 10¶318¶775¶909

営業外費用 3¶201¶611¶094

特別損失 58¶818¶972 70¶050¶497¶247

] （控除）自己収入等
売上高 � 72¶878¶757¶313

営業外収益 � 5¶588¶822¶490

特別利益 � 13¶440¶103 � 78¶481¶019¶906

業務費用合計 � 8¶430¶522¶659

利息の受取額 677¶072¶965

国庫納付金の支払額 � 14¶472¶443¶594

消費税等の支払額 � 2¶026¶333¶500

業務活動によるキャッシュ・フロー � 169¶421¶157

Ó 投資活動によるキャッシュ・フロー
定期預金の預入による支出 � 94¶000¶000¶000

定期預金の払戻による収入 72¶000¶000¶000

有価証券の取得による支出 � 113¶500¶000¶000

有価証券の償還による収入 144¶500¶000¶000

有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出 � 11¶066¶388¶372

有形固定資産の売却による収入 18¶366¶075

投資活動によるキャッシュ・フロー � 2¶048¶022¶297

Ô 資金減少額 � 2¶217¶443¶454

Õ 資金期首残高 4¶923¶677¶436

Ö 資金期末残高 2¶706¶233¶982
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(注１) 原価計算方法は、日本銀行券、旅券冊子及び官報等については標準総合原価計算、その他

の製品については製造オーダー別の標準個別原価計算を採用しております。標準原価と実際

原価の原価差額については、期末に製品、半製品、原材料、仕掛品及び売上原価に配分して

おります。

(注２) 他勘定振替高の内訳は、以下のとおりであります。

１ 貯蔵品へ振替えられた版面等の完成入庫高 3¶005¶965¶474円

２ 研究開発費へ振替えられた費用 645¶864¶841円

３ その他 571¶676¶857円
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